
テーマ 主な項目 検討・実施状況 今後の方向性（令和6年度の検討項目）

専門人材の確保
採用試験の見直し（試験内容の
見直し・採用試験の共同実施）

・令和6年4月採用の行政職等にかかる職員採用試験について、共同で実施
（行政職 募集人数 8人程度→応募者数 146人、最終合格者数 10人）

・実施結果について振り返りを行い、次年度に向けた課題整理（辞退率の低減・ 面接試験を重視する
試験形式への変更）を実施

・課題整理の結果を受け、試験形式の見直しを実施した上で、行政職に
おける継続実施に向けて検討
・専門職についても、複数団体で採用予定の職種について共同実施する
方向で検討

公共施設の最適配置
文化ホールにおける施設の
共同利用等の検討

・文化施設の老朽状況と周辺人口密度の変化について、今後の推計を行うとともに、課題を見える化
・２町１村の文化施設の共同利用について、使用条件を含めた意向調査を実施

文化施設の共同利用については、住民サービス水準の向上を重視し、
近隣市を含めた共同利用について検討

自主財源の確保 ふるさと納税の活用 ２町１村のゴルフ場利用券をパッケージ化した共通返礼品を設定し、令和5年12月11日より寄附受付を開始 新たな共通返礼品等について引き続き検討

地域活性化
大規模イベントへの共同参加に
よる観光・定住魅力のPR

令和５年10月21日・22日の「もうすぐ万博開幕500日前！EXPO FES！」及び同月２８日の「第11回咲
洲こどもEXPO２０２３」に参加し、ブースを共同出展

万博機運醸成イベント等への共同参加、長期間の集客が見込める
民間と連携したイベントの実施などについて検討

230 

308 

364 

422 

450 

302 

311 

422 

493 

597 

603 

681 

802 

969 

1,230 

1,034 

815 

509 

561 

219 

282 

327 

382 

388 

281 

292 

373 

483 

537 

511 

556 

678 

815 

1,104 

1,026 

939 

723 

1,095 

0 600 1,200 1,800

06001,2001,800

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

2045年

男性 女性

＜ 令和5年度の取組み ＞

● 地域の未来予測の結果、人口減少に伴う行政職員の減少、児童・生徒数の減少など、住民サービスを維持していく上で厳しい状況を改めて認識

● 将来に向けて基礎自治機能を充実・強化していくためには、行財政基盤の強化を図ることができる合併の議論も避けられない状況

● 将来課題への対応にあたっては、２町１村が同じ方向性のもと対応していくことが必要であり、共同化して取り組めることはすべて共同化し、人材、財源、施設等の限られた資源を地域として有効に

活用していくことが重要

＜ 今後の方向性 ＞

● 令和６年度は合併に関する勉強会を設置し、２町１村にふさわしい合併のあり方など踏み込んだ議論を行う

● 単独での取組みや広域連携については、令和５年度の検討内容を踏まえ、引き続き検討を行い、課題を先送りせず、取り組めるところから速やかに実施していく

● すべての分野において、将来を見据え、２町１村が同じ方向性のもと方針の決定や事業実施ができるよう、首長が参画する意思決定の仕組についても検討を行う

● 市町村の将来像や進むべき方向性については、首長、議会、住民とどのような未来を実現したいのか、十分に議論を重ねていくことが重要であり、

本協議会での議論を踏まえ、住民に対する丁寧な情報発信を行い、議会や住民と課題を共有しながら、将来のあり方に関するオープンな議論を行っていく

南河内地域2町1村未来協議会 令和5年度の取組状況について（概要版）
令和５年12月
大阪府・太子町・河南町・千早赤阪村

● 令和４年度から、他の地域に先行して府と太子町、河南町、千早赤阪村が共同で、町村や地域の行政課題やその対応方策について検討を実施。

● 令和5年度から、太子町長、河南町長、千早赤阪村長が参画し、大阪府と共同で『南河内地域２町１村未来協議会』を設立し、この地域のさらなる成長・発展をめざすため、

２町１村がより連携し、共同で行財政改革や公民連携、さらなる広域連携に取り組み、合併についても検討を深め、更なる検討を開始。

● 第1回未来協議会で、今年度の検討テーマを決定 【・専門人材の確保 ・公共施設の最適配置 ・自主財源の確保 ・地域活性化 ・地域の未来予測 ・事務の共通化・共同化 ・合併全国事例の研究・分析】

検討の経緯

３．まとめ

２．主な進捗状況

◆人口ピラミッド変化（南河内地域2町1村） ◆未就学児・小中学校児童・生徒数（南河内地域2町1村）

● 人口減少を踏まえ、地域における行政需要や経営資源に関する長期的な変化・課題の見通しを、客観的なデータを基にして整理。

● 年少人口（０～14歳）及び生産年齢人口（15～64歳）が大幅に減少。高齢者人口はほぼ横ばいで推移するため、高齢化率が急速に上昇。年少人口の減少により、給食センターの稼働率は著しく低下。

● 人口減少により、2町1村の行政職員数も減少。（2022年→2045年 太子町 ８１人→７４人、河南町 １０４人→８６人、千早赤阪村 ６７人→４５人）

◆給食センター稼働率（南河内地域2町1村）
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（単位：年）
0～5歳（未就学児） 6～11歳（小学生数） 12～14歳（中学生数）

1．地域の未来予測

資料２


